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中国の石油化学産業のエネルギー消費効率に関する研究	
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1. 研究の背景と目的	
 

	
 先進国と新興国の CO2 排出量は年々伸

びて行く、そんな時代の中先進国は CO2排

出量の削減を提唱している。 
	
 新興国の中でも中国が急成長と成し遂げ

ていて、石油化学産業も伸びている。しか

し、それとともに CO2排出量も増え続けて

いる。近年中国は環境保全の意識が高まり、

エネルギー消費効率を向上させる取組みも

始めた。エネルギー消費効率の指標とする

エネルギー消費原単位を求めたいが、中国

の企業は殆どのデータを非公開にし、また、 
合同調査を拒否してきたため、大変難しい

のである。 
	
 ちなみに、エネルギー消費原単位という

のは 1物理単位の製品を作るために消費す
るエネルギー量（物量ベース）あるいは

GDP・生産額当たり消費するエネルギー量
（金額ベース）のことである。 
	
 また、今迄の研究では中国の石油化学全

体のエネルギー消費原単位についての物は

存在していたが、石油化学製品ごとのエネ

ルギー消費原単位についての物はなかった。 
	
 そこで、本研究では中国の石油化学産業

を代表出来る 2大石油グループを対象に、
限られた公開データiiiを用いて、新しいモ

デルを構築し、中国の石油化学産業におけ

る製品ごとのエネルギー消費原単位（物量

ベース）、2009 年の最新データから生産額
当たりエネルギー消費原単位（金銭ベース）

の 2種類のエネルギー消費原単位の試算を
行う。その結果を用いて、中国石油化学産

業におけるエネルギー消費効率の向上を検

証する。 
2. 日中の石油化学産業の現状	
 
	
 中国の石油化学産業は 2大グループがメ
インであり、石油原油の加工量は中国石油

化学産業の約 8割である i ii。 
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注：赤の線が日本  

図  1	
 金銭ベースでの化学・石化産業エネル

ギー消費原単位の日中比較 iii 

 

1990年から 2006年の生産額エネルギー消
費原単位は低下しつつあるが、先進国とは

まだ格差があるiii。一方、日本は依然と低

レベルのエネルギー消費原単位を維持し続

けている iii。従って、先進国の代表として

日本をピックアップし、中国の原単位を算

出したあと、比較をしてみたい。 
3. 中国の石油化学産業におけるエネルギ

ー消費原単位の試算	
 

 研究範囲と使用するデータ 
	
 製品ごとのエネルギー消費原単位の算出

に用いる研究範囲は石油化学製品の製造過

程のみにする。 
	
 生産額当たりエネルギー消費原単位の算

出に用いる研究範囲は石油化学製品を製造

している企業とする。 
	
 まず、中国の 2大石油グループが出版し
た 2009年度の年鑑 i iiから石油化学を行っ

ている子会社をピックアップし、利用でき

るデータを集めた。また、会社名、石油原

油の加工に使われた消費エネルギー消費原

単位、石油原油の加工量、生産額、製品の

項目、製品のごとの生産量などについて整

理した。 

	
 データの完全度などについて厳選した結

果、製品ごとのエネルギー消費原単位を算

出する際は 16 社の子会社を対象に、生産
額当たりのエネルギー消費原単位を算出す

る際は 22社の子会社を対象とする。 
 製品ごとのエネルギー消費原単位の試

算 
	
 まず、各子会社においての「石油原油の

加工におけるエネルギー消費原単位」、「石

油原油の年間加工量」を基に子会社が年間

生産に使われているエネルギー消費量を算

出する。その次に、生産している製品項目

及び生産量のデータを利用し、子会社の年

間利用したエネルギー量との関係で方程式

を立てる。続いて、複数の方程式による連

立方程式立てる。本研究の基本手法は年度

のエネルギー消費量を製品ごと生産量の基

準に基づいて配布する「アロケーション」

である。この手法を基に、製品ごとのエネ

ルギー消費原単位を求めるモデルを 3つ立
て、24通のシナリオを通して、最小二乗法
を用いて試算する。モデルその 1が以下と
なる。 

	
  
	
 	
 モデルその 2： 
   

 
 
	
 しかし、以上のモデルに適応するデータ

が存在しなかったため、変数を減らす試み
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で以下のモデルを作成した。 
	
 モデルその 3： 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
	
 	
 試算を行うプロセスの中で、各モデル

について検討し、シナリオを立て、試算を

行う。モデルごとに改善したポイントを考

え、より現実の値に近いエネルギー消費原

単位の算出に努めた。 
 生産額当たりエネルギー消費原単位の

試算 
	
 まず、記載している各子会社においての

「生産額当たりエネルギー消費原単位」、

「生産額」、「石油原油の年間加工量」のデ

ータを収集し、表でまとめた。 
	
 次に必要となる換算を経て、生産額の合

計と年度のエネルギー消費量の合計を求め

る。 

 
	
 続いて、これらのデータを上の数式を用

いて生産額当たりエネルギー消費原単位を

算出する。 

4. 結果の考察	
 
表  1 製品ごとエネルギー消費原単位（物量ベース）  

	
  
 
 
 
 
	
  
	
 製品ごとエネルギー消費原単位の算出：

データの不十分がメインの原因で、結果に

かなりのばらつきが生じた。更に、日本の

データを参考に、ガソリンのような精製工

程が多い製品のエネルギー消費原単位が逆

に精製工程の少ない灯油より少ないことか

ら、以上の結果は現実とかけ離れているこ

とが判明された。入手できるデータ i iiを基

に製品ごとのエネルギー消費原単位を求め

るのは困難であることが判明された。 
	
 2009 年度の生産額当たりのエネルギー
消費原単位の算出： 
	
 結果は生産額当たりエネルギー消費原単

位は 0.62石炭換算トンTEC／万元となり、
石油換算は 605.93TOE／millionUSD。 
  

	
 図  2 中国石油化学産業の生産額当たりエ

ネルギー消費原単位 

（石油産業活性化センターivより作成） 
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図  3	
 日中石油化学産業の生産額当たりエネ

ルギー消費原単位  

（経済産業省v、電力中央研究所のデータ iii

より作成） 
	
 以上の結果から、中国石油化学産業にお

ける生産額当たりエネルギー消費原単位は

低下していて、日本との格差も縮まりつつ

あることが判明された。 
5. 	
 結論	
 
	
 本研究において、中国 2大石油グループ
の子会社に関する限りある公開データを用

いて、中国の石油化学製品個別のエネルギ

ー消費原単位（物量ベース）を求める新た

な試みを行った。しかし、データの不十分

を感じ、個別の製品のエネルギー消費原単

位を生産量に基づいてアロケーションする

ことが難しいと判明された。また、中国の

データに不完全な所が存在することも判明

した。 
	
 一方、2009年度中国石油化学産業の生産
額当たりのエネルギー消費原単位の算出の

結果を用いて、全体のエネルギー消費原単

位の国内での比較と先進国日本との比較が

実現でき、中国石油化学産業におけるエネ

ルギー消費効率の向上を検証する事が出来

た。 
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